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2011年1月1日～12月31日（日付は現地時間）

日本の動き 国際社会の動き
1月

1日 ブラジル大統領にルーセフ氏が就任。麻生元総理
大臣が政府特派大使として大統領就任式に出席

6日 前原外務大臣が米国を訪問（～9日）
9日 南部スーダンの分離・独立の是非を問う住民投票

が実施され（～15日）、有効票数の約99％がスー
ダンからの分離・独立を支持

10日 サルコジ・フランス大統領とオバマ米国大統領が
会談し、フランスが現行の米ドルを基軸とする国
際通貨制度を改革する案について米国に協力を要
請（ワシントン）

12日 ナーセル・クウェート首相が湾岸危機以来約20
年ぶりにクウェート首相としてイラクを訪問し、
マーリキー・イラク首相らと会談

14日 ベン・アリ・チュニジア大統領が、首都に拡大し
た退陣要求のデモを受けて出国し、23年余りに
及ぶベン・アリ政権が崩壊

15日 前原外務大臣が韓国を訪問
19日 胡

こ

錦
き ん

濤
と う

中国国家主席が訪米し（18日）、オバマ米
国大統領と会談（国賓としての中国国家主席訪米
は1997年の江

こ う

沢
た く

民
み ん

主席以来）
20日 宇宙航空研究開発機構（JAXA）が開発した国際

宇宙ステーション補給機「こうのとり」3号機を打
ち上げ

20日 北朝鮮の南北軍事会談開催提案を韓国国防省が
受け入れ、2010年11月の延

ヨ ン

坪
ピョン

島
ド

砲撃事件後初め
て南北関係者が接触

21日 前原外務大臣とルース駐日米国大使が、2011年
度からの5年間に関する在日米軍駐留経費負担特
別協定に署名（東京）

24日 モスクワ南部のドモジェドヴォ国際空港で爆弾テ
ロ事件が発生、死者37名

28日 菅総理大臣がダボス会議に出席（～30日、スイス）
31日 ミャンマーで2010年の総選挙に基づき、国会（連

邦議会）が23年ぶりに招集
2月

4日 ミャンマー連邦議会が大統領選出のための投票を
実施し、テイン・セイン氏が最多の票を獲得し新
大統領に選出

5日 クリントン米国国務長官とラヴロフ・ロシア外相が
新戦略兵器削減条約（新START）の批准書を交換
し、条約が発効。米露は配備戦略核弾頭数を核軍
縮史上最少の1,550に制限（ドイツ・ミュンヘン）

11日 前原外務大臣がロシアを訪問（～12日） 11日 1月25日から始まった大規模反体制デモの結果、
ムバラク・エジプト大統領が辞任。約30年に及
ぶ長期政権が崩壊し、タンターウィ国防相を議長
とする国軍最高会議が権限を掌握（暫定統治）
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日本の動き 国際社会の動き
松本外務副大臣が国連安保理改革に関するG4外
相会合に出席（ニューヨーク）

16日 前原外務大臣が「日・インド包括的経済連携協定
（CEPA）」に署名（東京）

17日 欧州議会がEUと韓国との自由貿易協定（FTA）を
承認（7月1日に暫定発効）

22日 ニュージーランドのクライストチャーチ市付近で
マグニチュード6.3の地震が発生し、日本人28名
を含む185名が犠牲に

23日 ニュージーランド南島における大地震災害に対し
て、国際緊急援助隊を派遣（救助チームが2月23
日～3月12日まで、専門家チーム（鑑識及び心の
ケア専門家）が2月25日～3月13日まで、自衛隊
部隊が2月23日～3月3日まで活動）。また緊急
無償資金協力を実施（25日支援決定）

25日 日本、EU、米国を含め、23か国の開催要請によ
り、第15回人権理事会特別会合が開催され、リ
ビア人権状況決議を全会一致で採択

26日 国連安全保障理事会が、対リビア制裁に関する決
議第1970号を採択

27日 ガンヌーシ・チュニジア首相の退陣を求める数万
人規模のデモを受け、同氏が辞意を表明。ムバッ
ザア暫定大統領がカイド・エセブシ元外相を後任
として指名

3月
5日 リビアの反体制派の国民評議会が初会合を開催し、

政治・軍事両方を統括する「危機管理委員会」（事
実上の暫定政権内閣）を設置

11日 リビアにおける武力衝突により発生した避難民を
支援するため、緊急無償資金協力（500万米ドル）
の実施を決定
三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の大地震及
び大津波が発生し、死者1万5,000名以上、行方
不明者3,000名以上、負傷者6,000名以上の被害
に（東日本大震災）。また、それに伴い東京電力福
島第一原子力発電所の事故が発生（東日本大震災
に際しての各国の支援については283～288ペー
ジ参照）

14日 松本外務大臣がG8外相会合に出席（～15日、パリ）
17日 東京外国為替市場で円相場が1米ドル＝76円25

銭まで一時急騰、約16年ぶりに1995年4月の戦
後最高値（79円75銭）を更新

17日 国連安全保障理事会がリビア領空における飛行禁
止空域の設定や制裁強化等を含む決議第1973号
を採択

18日 先進7か国財務省・中央銀行総裁会議（G7）が緊
急電話会議において、円相場の最近の動きへの対
応として、日本と共に為替市場における協調介入
に参加することを決定。約11年ぶりの円への協
調介入

19日 松本外務大臣が日中韓外相会議談に議長として出
席し、3外相は原子力安全と防災に関する協力の
重要性を強調（京都）

19日 米英仏などの多国籍軍がリビアに対する軍事作戦
を開始

24日 第16回国連人権理事会において、日本とEUが共
同提案した北朝鮮人権状況特別報告者マンデート
延長決議が、過去最多の30か国の賛成票を得て
採択
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日本の動き 国際社会の動き
27日 北大西洋条約機構（NATO）が、対リビア軍事作

戦の全指揮権に関し、米国からの引き継ぎに合意
30日 ミャンマーでテイン・セイン大統領率いる新政府

が発足。1988年以降同国を統治してきた国家平
和開発評議会（SPDC）が政権を移譲
パツォーリ・コソボ大統領が、2月の大統領選出
課程が憲法違反であるとした憲法裁判所の判断を
受け、大統領を辞任

31日 サルコジ・フランス大統領が来日。首脳級の来日
としては東日本大震災以来初

4月
1日 ニジェール大統領選挙でイスフ氏を次期大統領に

選出
9日 松本外務大臣が東日本大震災を受けて開催された

日・ASEAN（東南アジア諸国連合）の特別外相会
議に出席（インドネシア・ジャカルタ）

12日 原子力安全・保安院が、東京電力福島第一原子力
発電所の事故の深刻度を、国際的な事故評価尺度
で「深刻な事故」に当たり、チェルノブイリ原発
事故と並ぶレベル7に引上げ

14日 ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカの
新興5か国（BRICS）首脳会議で今後の原子力エ
ネルギー政策に関し、原子力発電所の重要度につ
いても触れた「三亜宣言」を発表（中国・海南省）

16日 フィデル・カストロ党第一書記の正式辞任と、実
弟ラウル・カストロ国家評議会議長の継承を共産
党大会で発表（キューバ）

23日 ギラード・オーストラリア首相が来日。外国首脳
による初の東日本大震災の被災地（宮城県南三陸
町）訪問

29日 松本外務大臣が米国を訪問 29日 英国の王位継承順位第2位であるウィリアム王子
と、一般家庭出身のキャサリン・ミドルトンさん
が結婚
日本、EU、米国を含め、17か国の開催要請により、
第16回人権理事会特別会合が開催され、米国が
提出したシリア人権状況決議を賛成多数で採択

30日 松本外務大臣が軍縮・不拡散イニシアティブ
（NPDI）第2回外相会合に出席（ベルリン）

5月
1日 第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）の第3回閣

僚級フォローアップ会合開催（～2日、セネガル・
ダカール）。共同議長の松本外務大臣が2012年
までの対アフリカODA倍増などを含む日本の公
約の履行状況を発表

1日 米軍の作戦により、パキスタンで国際テロ組織ア
ル・カーイダ指導者のウサマ・ビン・ラーディン
容疑者が死亡

2日 総額4兆円超の2011年度第1次補正予算が可決
され成立
松本外務大臣がベルギーを訪問し、日EU経済閣
僚会合（2日）に出席。また、英国を訪問（3日）

4日 パレスチナ解放機構（PLO）主流派のファタハと
イスラム原理主義組織ハマスが和解合意（エジプ
ト・カイロ）。暫定内閣樹立、大統領選挙、議会
選挙等を実施することで一致
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日本の動き 国際社会の動き
9日 第3回「米中戦略・経済対話」開催。また、米中

両国の軍高官も参加し、第1回戦略安全保障対話
実施（10日、ワシントン）

14日 ハイチ大統領にマルテリー氏が就任。山花外務大臣
政務官が政府特派大使として大統領就任式に出席

17日 エリザベス英国女王が約100年ぶりに英国君主と
してアイルランドを訪問（～20日）。1922年にア
イルランドが英国から独立した後に英国君主がア
イルランド入りするのは初

19日 高橋外務副大臣が、アジア太平洋経済協力
（APEC）貿易担当大臣会合に出席（～20日、米
国・モンタナ）

20日 国際的な子の奪取の民事上の側面に関する条約
（ハーグ条約）の締結に向けた準備を進めること
を閣議了解

21日 コートジボワール大統領に、ウワタラ氏が就任
22日 日中韓サミット開催（東京）。原子力安全や再生可

能エネルギー等、防災に関する成果文書を発出
24日 菅総理大臣がフランスとベルギーを訪問し、

OECD閣僚理事会（OECD設立50周年記念行事）
（25日、フランス）、G8ドーヴィル・サミット（～
27日、フランス）及び日EU定期首脳協議（28日、
ベルギー）に出席。日EU・EPA及び政治分野等
に関する国際約束について、交渉のためのプロセ
スを開始することで合意

24日 G8ドーヴィル・サミットにおいて、G8は、エジ
プト、チュニジア等の改革及び移行を支援するた
め、「ドーヴィル・パートナーシップ」を立ち上げ

25日 金
キ ム

正
ジョン

日
イ ル

北朝鮮国防委員長が非公式に訪中し、胡錦
濤中国国家主席らと会談（北京）

31日 「日・ペルー経済連携協定（EPA）」に署名（東京）
6月

1日 ソマリア沖・アデン湾において活動を行う自衛隊
の派遣海賊対処行動航空隊のための活動拠点を
ジブチに開設

1日 NATO北大西洋理事会が、6月末を期限とする対
リビア軍事作戦の90日間延長を決定

2日 ミレニアム開発目標（MDGs）フォローアップ会合
開催（～3日、東京）。菅総理大臣、松本外務大臣
等が出席し、MDGs達成に向け、真に効果的な手
法について議論し、議長声明を発出。2日付で
「MDGs官民連携ネットワーク」を立ち上げ

3日 大統領宮殿での爆発により、サーレハ・イエメン
大統領が負傷し、サウジアラビアへ治療のため出
国（5日）

6日 松本外務大臣がアジア欧州会合（ASEM）第10回
外相会合に出席（～7日、ハンガリー）

7日 ロシアとノルウェーが、バレンツ海及び北極海に
おける海洋境界画定条約の批准書を交換

12日 トルコ国会総選挙の結果、エルドアン首相率いる
公正発展党（AKP）が約50％の得票率で勝利。7
月に第3次エルドアン政権発足

15日 プナ・クック諸島首相が来日し（～19日）、3月
25日に193番目の国として日本が国家承認した
クック諸島との外交関係開設のための書簡を交換

20日 5月の貿易収支額が、原油価格上昇や震災による
輸出減の影響で8,537億円の赤字。2009年1月
のリーマン・ショックに続く過去二番目の水準

20日 国際原子力機関（IAEA）が「原子力安全に関する
IAEA国際会議」を開催し、閣僚宣言を採択（オー
ストリア・ウィーン）
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日本の動き 国際社会の動き
理化学研究所などで開発研究中のスーパーコン
ピューター「京」が世界ランキング1位に

21日 皇太子殿下がドイツを御訪問（～24日）
日米両政府が、ワシントンにおいて日米安全保障
協議委員会（「2+2」）を開催し、松本外務大臣が
出席。「2+2」共同発表を発出

22日 オバマ米国大統領が、国民向けの演説でアフガニ
スタンの駐留米軍3.3万人の帰国を2012年夏ま
でとし、うち1万人は年内撤退するとの方針を発
表

24日 国際連合教育科学文化機関（UNESCO・ユネス
コ）の世界遺産委員会が、小笠原諸島の世界自然
遺産への登録（24日）、平泉の世界文化遺産への
登録（25日）をそれぞれ決定

28日 松本外務大臣がパラグアイ及びブラジルを訪問し
（～30日）、南米南部共同市場（メルコスール）首
脳会合に出席（29日、パラグアイ）

28日 アフガニスタンの首都カブール市内のホテルを武
装集団が襲撃し、治安部隊と銃撃戦が発生、少な
くとも死者10名

30日 EU理事会が、クロアチアのEU加盟交渉が終了
したと発表（クロアチアは28か国目の加盟国で
2013年7月に加盟の見通し）

7月
1日 ロシア、カザフスタン、ベラルーシ3か国の間の

国境で税関検査を廃止（関税同盟の成立）
EUと韓国との自由貿易協定（FTA）発効

3日 松本外務大臣が中国を訪問（～4日）
5日 中国の原材料（マンガン等9品目）輸出規制が

WTO協定違反であるとして米欧が訴えていた通
商紛争に関し、WTO紛争解除手続に基づく小委
員会（パネル）が米欧の主張を認め、中国の協定
違反を認定

7日 6月に開設した自衛隊の派遣行動航空隊の活動航
空隊活動拠点の開所式を、ディレイタ・ジブチ首
相の下、実施

8日 海賊対処行動の1年間延長（2011年7月29日～
2012年7月23日）が閣議決定

8日 ドイツ連邦参議院（上院）が、国内原発17基を全
て封鎖する案を含めた改正原子力法案と関連法案
を承認し、法案が成立

9日 IMF理事会が財政危機に陥ったギリシャに対して
32億ユーロ（約3,700億円）の拠出を決定
南スーダン共和国が独立。日本は同日付で同国を
国家承認し、外交関係開設のための書簡を交換

13日 インドのムンバイで連続爆弾テロ事件が発生、死
者27名

15日 アフリカ東部の「アフリカの角」地域における干
ばつ等による深刻な飢餓に対し、緊急無償資金協
力（500万米ドル）の実施を決定。また、ケニア
及びエチオピア国内の難民キャンプ支援のための
緊急援助物資を供与

21日 松本外務大臣がインドネシアを訪問し（～23日）、
ASEAN関連外相会議（日・ASEAN外相会議、
ASEAN+3 外相会議、東アジア首脳会議（EAS）
参加国外相協議、ASEAN地域フォーラム（ARF）
閣僚会合、日・メコン外相会議、メコン河下流域
開発（LMI）閣僚級フレンズ会合）に出席
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日本の動き 国際社会の動き
22日 六者会合の韓国首席代表である魏

ウ ィ

聖
ソ ン

洛
ラ ク

外交通商
部朝鮮半島平和交渉本部長と北朝鮮首席代表の
李
リ

容
ヨ ン

浩
ホ

外務副相が会談（インドネシア・バリ島）
ノルウェーで爆発事件及び銃乱射事件が発生し、
合計77名が死亡。極右的思想を持つ容疑者を逮
捕

25日 被災者支援を含む総額1兆9,988億円の2011年
度第2次補正予算が成立

27日 インド・パキスタン両外相が会談し、2月から開
始された両国間の貿易拡大や、人の移動の促進に
合意。また、対話プロセスを更に前進させること
を確認（インド・ニューデリー）

28日 ボズワース米国国務省北朝鮮政策担当特別代表と
金
キ ム

桂
ゲ

冠
グアン

北朝鮮外務第一副相が会談（～29日、
ニューヨーク）
ウマラ氏がペルー大統領に就任。鳩山元総理大臣
が政府特派大使として大統領就任式に出席

8月
1日 「日・インド包括的経済連携協定（CEPA）」発効
2日 サッカーの女子ワールドカップで優勝した「なで

しこジャパン」の国民栄誉賞受賞が決定
2日 オバマ米国大統領が米連邦政府の法定債務の限

度額を引き上げる法案に署名し、成立。政府のデ
フォルト（債務不履行）の危機を回避

5日 タイ下院が、タクシン元首相派であるタイ貢献党
のインラック氏を首相に選出。プミポン国王が同
氏を首相に任命し（8日）、国王に対する宣誓を経
て、タイ初の女性首相として正式に就任（10日）

6日 ロンドン北部トットナムで、警官が地元男性を射
殺したことに対し抗議した若者群衆の一部が暴徒
化し、リバプールなどにも拡大

10日 米国財務省が、シリアにおける人権侵害や大量破
壊兵器拡散に関わったとして、シリアの国営銀行
と同国最大の携帯電話会社に対し、米国に関連す
る取引を禁じるなどの経済制裁を発動

11日 山中伸弥京都大学教授が研究を進める人工多能性
幹細胞（iPS細胞）関係の特許が米国で初めて成
立したと同大学が発表
ロシアの石油精製工場の火災による被害に対して、
国際緊急援助隊を派遣（専門家チーム（火傷治療
専門家）が11日～14日まで活動）

18日 パキスタンで被災者が約544万人に及ぶ大規模
洪水が発生。日本は緊急援助物資の供与や緊急
無償資金協力（1,000万米ドル）や緊急援助物資
の供与を実施

19日 ミャンマーの民主化運動指導者アウン・サン・
スー・チー氏がテイン・セイン大統領と初会談

21日 リビアの反体制派である「国民暫定評議会」が、
カダフィ指導者の住居がある政権中枢地区以外の
首都トリポリ全域を制圧。24日にカダフィ指導者
が同地区からの退去を発表し、政権が事実上崩壊

23日 米国、EUを含め、25か国の開催要請により、第
17回人権理事会特別会合が開催され、EUが提出
したシリア人権状況決議を賛成多数で採択

24日 金正日北朝鮮国防委員長がメドヴェージェフ・ロシ
ア大統領と9年ぶりに会談（ロシア・ウランウデ）
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日本の動き 国際社会の動き
31日 スリランカ政府が、反政府武装組織に対し発令し

ていた緊急事態令を約6年ぶりに解除
米国がスペースシャトル計画の終了を発表

9月
1日 従来のリビア・コンタクト・グループ会合より幅

広い国・国際機関の参加を得て、リビア支援国会
合を開催（パリ）

2日 野田内閣が発足
6日 シン・インド首相がハシナ・バングラデシュ首相

と会談し、両国の国境画定に合意（バングラデ
シュ・ダッカ）
カイロで反イスラエルを訴える市民が暴徒化し、
イスラエル大使館が入居するビルを襲撃、3名が
死亡、1,000名以上が負傷

10日 G8財務相会合において、チュニジア、エジプト、
モロッコ、ヨルダンの4か国に対し、2011から
2013年の3年間で、国際及び地域金融機関が計
380億米ドル（約2兆9,500億円）まで資金を提
供することで同意

15日 中野外務大臣政務官が、APEC女性と経済サミッ
トハイレベル政策対話に出席（～16日、米国・サ
ンフランシスコ）

16日 クリシュナ・インド外相とファム・ビン・ミン・
ベトナム外相が会談し、インド石油天然ガス公社
がベトナム沖の南シナ海で石油や天然ガスの開発
を推進することで合意（ベトナム・ハノイ）

19日 玄葉外務大臣が第66回国連総会に出席（～24日、
ニューヨーク）

20日 野田総理大臣が第66回国連総会に出席（～23日、
ニューヨーク）
玄葉外務大臣がG8外相会合、リビア・ハイレベ
ル会合に出席

21日 玄葉外務大臣がMDGsに関する閣僚級非公式会
合、軍縮・不拡散イニシアティブ（NPDI）第3回
会合に出席

21日 魏聖洛韓国外交通商部朝鮮半島平和交渉本部長
と李容浩北朝鮮外務第一副相が会談

22日 野田総理大臣及び玄葉外務大臣が原子力安全及
び核セキュリティに関する国連ハイレベル会合に
出席

22日 IAEA総会において、「原子力安全に関するIAEA
行動計画」を確定（日本から、細野政府代表（内
閣府特命担当大臣）が出席）

玄葉外務大臣がグローバル・テロ対策フォーラム
（GCTF）設立会合、「新シルクロード構想」に関
する外相会合に出席

23日 玄葉外務大臣が第7回包括的核実験禁止条約
（CTBT）発効促進会議、第2回日湾岸協力理事
会（GCC）戦略対話、安保理改革に関するG4外
相会合に出席

23日 アッバース・パレスチナ自治政府大統領が、潘基
文国連事務総長に対し、「パレスチナ国」の加盟
申請書を提出

24日 玄葉外務大臣がアフリカの角に関するミニ・サ
ミットに出席

25日 フランス上院の改選選挙で、最大野党の社会党中
心の左派が、348議席中過半数となる177議席を
獲得。上院で左派が過半数となるのは1958年の
フランス第5共和制発足以来初

27日 運用を終了した米国大気観測衛星「UARS」が地
球に落下。それにより、宇宙ゴミ（スペース・デ
ブリ）対策の必要性が世界的に注目される結果に
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日本の動き 国際社会の動き
29日 第三国定住事業により受入れを行っているミャン

マー難民の第2陣（4家族18人）が来日
29日 ドイツ連邦議会（下院）で、財政危機に陥ったユー

ロ圏諸国を支援するための、欧州金融安定化基金
（EFSF）の機能強化の法案を可決。その後、連邦
参議院（上院）で可決（30日）

30日 第18回国連人権理事会において、日本が提案し
たカンボジア人権状況決議を無投票採択

10月
1日 玄葉外務大臣が、「偽造品の取引の防止に関する

協定（ACTA）」の署名式を主催し、日本を含む8
か国が協定に署名（東京）

3日 フィリピンのミンダナオ島北部にある日系鉱山施
設を共産系反政府勢力の新人民軍が襲撃。現場に
いた日本人企業関係者65名は全員無事

4日 プーチン・ロシア首相が旧ソ連の経済統合に関す
る寄稿文を発表し、その中で「ユーラシア同盟」
構想を提唱

6日 玄葉外務大臣が韓国を訪問（～7日）
7日 リベリア及びイエメンにおける民主化・平和活動

及び女性の地位向上への取組が評価された、サー
リーフ・リベリア大統領、カルマン・イエメン人
権活動家他2名の女性がノーベル平和賞を受賞
（ノルウェー・オスロ）

上旬 タイで、7月下旬から大雨による大規模な洪水が
発生した影響を受け、日本企業を含め多数の現地
工場が生産停止に

11日 玄葉外務大臣がシンガポール、マレーシア、イン
ドネシアを訪問（～15日）

12日 22万人以上の死亡者・行方不明者を出したイン
ドネシアのスマトラ島沖の地震（2004年12月）
時の巨大津波による教訓を踏まえ導入が決定して
いた、ユネスコが指導し、日米が支援する津波警
報システムが、運用を開始。24か国が参加

17日 台湾の馬
ば

英
え い

九
きゅう

総統が、中国との平和協定の交渉及
び締結について、「可能性は排除しない」と平和
協定締結について言及
米国と韓国の自由貿易協定（FTA）に関し、米国
内の承認手続が終了

18日 野田総理大臣が韓国を訪問（～19日）
20日 リビア国民暫定評議会が、カダフィ指導者の死亡

を確認したと発表
22日 フィヨン・フランス首相が訪日（～23日）

ヴルフ・ドイツ大統領が訪日（～28日）
23日 トルコ東部ヴァン県でマグニチュード7.2の地震

により、死者607名、負傷者4,150名の被害が発
生。日本は、仮設住宅の調達のための緊急無償資
金協力や緊急援助物資の供与を実施（1,000万米
ドル）（11月2日支援決定）

24日 ボズワース米国国務省北朝鮮政策担当特別代表と
金桂冠北朝鮮外務第一副相が会談（～25日、ス
イス・ジュネーブ）
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日本の動き 国際社会の動き
26日 タイにおける洪水被害に対して、国際緊急援助隊

を派遣（専門家チーム（地下鉄施設、上水道施設、
空港施設及び排水ポンプ車専門家）が10月26日
～12月27日まで活動）。また、緊急無償資金協
力（10億円を上限。11月1日支援決定）や緊急援
助物資の供与を実施

27日 国連安全保障理事会は、リビアにおいて、NATO
が作戦を終了する10月31日をもって、飛行禁止
区域設定の措置を解除すること等を含む決議第
2016号を採択

30日 キルギスにおいて、2010年の政変後、初めて大統
領選挙が行われ、アタムバエフ氏が大統領に当選

31日 外国為替市場で、円相場が一時1米ドル＝75円
32銭と戦後最高値を更新

31日 ユネスコ総会においてオブザーバー参加資格で
あったパレスチナの正式加盟が可決。これに伴い、
米国国務省がユネスコへの拠出金凍結を発表
国連人口基金（UNFPA）の推計で、世界人口が
70億人に到達
NATOによる対リビア軍事作戦が終了

11月
2日 野田総理大臣がG20カンヌ・サミット出席（～5

日、フランス）
4日 コロンビア政府が、左翼ゲリラ「コロンビア革命

軍（FARC）」最高幹部アルフォンソ・カノ司令官
の殺害を発表
イタリアが財政健全化実行のためにEUとIMFの
監視受入れの決定

8日 バルト海を横断してロシアと欧州を結ぶノルドス
トリーム・ガスパイプラインが開通

9日 トルコ東部ヴァン県で2度目の地震が発生し、現
地で支援活動を行っていた日本のNGO団体の関
係者1名が死亡、1名が負傷

10日 玄葉外務大臣がホノルル（米国）を訪問し（～12
日）、アジア太平洋経済協力（APEC）閣僚会議
（11日）に出席

11日 野田総理大臣が、環太平洋経済連携（TPP）協定
交渉参加に向けて、関係国との協議に入ることを
表明

12日 野田総理大臣がAPEC首脳会議に出席（～13日、
米国・ホノルル）

13日 APEC首脳会議が継ぎ目のない地域経済を推進す
る「ホノルル宣言」を採択（米国・ホノルル）
TPP協定交渉参加9か国の首脳会議が、「TPPの
輪郭」を発表

14日 チュニジアの選挙管理当局が、10月23日に行われ
た制憲国民議会選挙で、イスラム政党エンナハダ
が第1党になったと発表。中東における2010年末
からの一連の民主化運動で独裁政権が崩壊した国
で初の選挙実施。選挙に際しては、日本から、浜田
外務大臣政務官を団長とする選挙監視団を派遣

15日 ブータン国王王妃両陛下が国賓として来日（～20日） 15日 ASEAN外相会議において、ミャンマーの2014
年の議長国就任を全会一致で決定支持国連南スーダン共和国ミッション（UNMISS）へ

の司令部要員派遣を閣議決定
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日本の動き 国際社会の動き
16日 イタリアで、緊縮財政等への不満による支持率の

低下を受け、ベルルスコーニ首相が辞任（12日）
し、財政再建・成長政策を重視した非国会議員の
みから成るモンティ内閣が成立

17日 野田総理大臣がインドネシアを訪問し（～20日）、
ASEAN関連首脳会議（日・ASEAN首脳会議、
ASEAN+3首脳会議、日・メコン首脳会議、
EAS）及び日中韓首脳会議に出席（バリ島）

18日 ミャンマーの旧最大野党である国民民主連盟
（NLD）が、中央委員会で政党登録法の改正を受
け政党として再登録決定（25日には選挙管理委員
会に再登録申請）
日・ASEEAN首脳会議において、日・ASEAN共
同宣言（バリ宣言）及び行動計画を採択

19日 東アジア首脳会議（EAS）が開催され（インドネシ
ア・バリ島）、「互恵関係に向けた原則に関する
EAS首脳宣言」及び「ASEAN連結性に関する
EAS首脳宣言」を発出

21日 総額12兆円超の第3次補正予算が成立 21日 国軍最高会議の暫定統治に反発したデモが続くエ
ジプトのカイロで、デモ隊と警察間との衝突など
からの死者が19日以降33人、負傷者が1,750人
に。この事態を受け、シャラフ内閣が総辞職

22日 韓国議会が韓米FTA批准同意書を可決
23日 玄葉外務大臣が中国を訪問 23日 サーレハ・イエメン大統領が、平和的政権移譲に

関する湾岸協力理事会（GCC）イニシアティブに
署名

28日 エジプト人民議会選挙開始（以降、地域ごとに3
回に分けて実施）
国連気候変動枠組条約第17回締約国会議
（COP17）が開催され（～12月11日）、2020年
から発効させる全ての国に適用させる、新たな将
来の枠組み構築に向けた道筋等についての決定を
採択

29日 第4回釜山ハイレベルフォーラムが開催（韓国、
～12月1日）され、包摂的な開発パートナーシッ
プの構築に合意

12月
2日 米国、EUを含め、28か国の開催要請により、第

18回人権理事会特別会合が開催され、EUが提出
したシリア人権状況決議を賛成多数で採択

3日 第3回ラテンアメリカ・カリブ首脳会議（ベネズ
エラ）において、中南米全33か国が加盟するラテ
ンアメリカ・カリブ諸国共同体（CELAC）を設立

4日 野田総理大臣が、第15回国際労働機構（ILO）ア
ジア太平洋地域会議（～7日、京都）に出席

9日 英国が、財政規律強化のためのEU基本条約の改
正を拒否するとともに、新たな財政協定への不参
加を表明

10日 フェルナンデス氏がアルゼンチン大統領に再任。
菅前総理大臣が政府特派大使として大統領就任
式に出席。

13日 2020年オリンピック・パラリンピック競技大会
の東京招致について閣議了解
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日本の動き 国際社会の動き
16日 世界貿易機関（WTO）第8回閣僚会議においてロ

シア加盟を正式承認
フィリピン東沖で発生し、同国南部を横断した台
風21号により、死者1,268名、行方不明者180
名以上、被災者は100万名以上に
スリランカ政府が国民和解を進めるために設置し
た「過去の教訓・和解委員会」が、内戦末期の人
権問題調査など様々な勧告を含む最終報告書を国
会に提出・公表

17日 李
イ

明
ミョン

博
バ ク

韓国大統領が訪日（～18日）
18日 玄葉外務大臣が米国を訪問（～20日）

19日 金正日北朝鮮国防委員長が12月17日に死亡した
ことを北朝鮮が発表

20日 国連南スーダン共和国（UNMISS）への施設部隊
等派遣を閣議決定

20日 第66回国連総会本会議において、日本とEUが
共同提案した拉致問題の解決の要求を含む北朝鮮
人権状況決議が、過去最多の123か国の賛成票
を得て採択

22日 スペインで、欧州債務危機等の影響による経済状
況の悪化を受けて行われた総選挙（11月20日実
施）の結果、ラホイ首相率いる民衆党（中道右派）
に政権交代

25日 野田総理大臣が中国を訪問（～26日）
玄葉外務大臣がミャンマーを訪問（～26日）

27日 野田総理大臣がインドを訪問（～29日）
28日 フィリピンにおける台風被害に対して、緊急無償

資金協力（200万米ドル）の実施を決定。また、
緊急援助物資を供与

28日 北朝鮮が、金正日北朝鮮国防委員長の告別式を実施

30日 欧州債務危機の懸念から、ロンドン及びニュー
ヨーク外国為替市場で1ユーロ＝99円に急落、
約10年ぶりに100円の大台割れ

31日 金
キ ム

正
ジョン

恩
ウ ン

氏が朝鮮人民軍最高司令官に就任
オバマ米国大統領が、イラン中央銀行等と「相当の
金融取引」を行った外国の金融機関へ制裁を科す
「2012年度国防授権法案」に署名し、同法が成立
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